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（遠いと脆弱性あり），3）本人が設定する達成水準そ
れ自体の高低（低いと脆弱性あり）。ここに著者自身
の常識的な価値観が滑り込みはしないか。それは対象
者自身も共有しているものだと言われればそうかもし
れない。けれども，問題はまさしくそこにある。「機
縁法」で選出した対象者集団に偏りがあるとしたら，
それは学歴等ではなくて，価値の内面化に現れる。
　ヌスバウムへの批判は彼女の次の言葉に向けられ
た。「（ケイパビリティが）ある水準以下では本当に人
間らしい生き方はできない」（Nussbaum 2000＝
2005：87）。おそらくこの言葉は個人を名指すもので
はなく，制度的条件への批判に留まるべきものだった。
このことは制度の評価にあたって「ひとりひとりの個
人」の視点を手放さないことと矛盾しないはずだ。
　ケイパビリティ・アプローチを用いて，「未婚の非
正規雇用者」の問題を徹底的に掘り下げたことによ
り，本書が開いた地平は広く深い。企業組織における
賃金，労働環境のあり方のみならず，市場を取り巻く
公共制度のあり方をも問う。戦後日本の福祉国家にお
いて，さまざまな資源や資源利用能力をもつ多様な個

人が直面しているかもしれない「不安定な働き方」を
少しでも緩和するためには，いったいどのような手立
てを打ったらよいのかと。
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吉田　　誠 著

『 戦後初期日産労使関係史』
― 生産復興路線の挫折と人員体制の転換

濱口桂一郎

　著者の吉田誠は，『査定規制と労使関係の変容―
全自の賃金原則と日産分会の闘い』（大学教育出版，
2007 年）で，1952 年秋の賃金闘争で示された全自

（全日本自動車産業労働組合）日産分会の賃金原則に
ついて，当事者であった浜賀知彦氏の秘蔵資料（浜賀
コレクション）をもとに，その生活保障原則と同一労
働同一賃金原則の関係について鮮烈な歴史認識を提起
し，高い評価を得た。本書は引き続き，浜賀コレク
ションをはじめ多くの資料や聞き取り調査をもとに，
それに先行する終戦直後期から 1949 年の人員整理，
そして 1953 年の賃金闘争後の解散に至るまでの全自
日産分会の歴史を，従業員共同体意識と女性の排除と

いう二つの視角から描き出している。70 年以上も昔
の話でありながら，現代日本の雇用社会のあり方にも
直結するテーマであり，いわば日本型雇用システム形
成秘話とでもいうべき作品となっている。
　全体は大きくⅡ部に分かれる。第Ⅰ部は，日産の従
業員組合が戦時中の産業報国会とも連続性を持つ経営



103

●BOOK REVIEWS

No. 769/August 2024

内存在として生み出され，会社共同体意識に基づいて
生産復興による会社再建を最優先してきたにもかかわ
らず，ドッジ・ラインによる人員整理に裏切られてい
くまでの姿を描いている。第Ⅱ部は，その人員整理に
おいて女性労働者が主たる対象として解雇され，その
後臨時工が活用されていく姿が描かれる。前者におい
て，終戦直後の労組主導型企業共同体意識が，いった
ん経営者側の闘う姿勢によって拒否され，上記全自賃
金闘争などの激しい闘争をくぐり抜けた後に，今度は
経営主導型で再構築されていくという曲がりくねった
歴史が描き出されるのに対し，後者はその後半世紀以
上にわたって日本型雇用システムを特徴付ける男性正
社員主義の形成秘話といえよう。

　以下，各章ごとにその内容を略述する。第Ⅰ部では
戦後初期日産労組の経営内組合ぶりが繰り返し強調さ
れる。まず第 1 章は，日産労組がブルーカラーとホワ
イトカラー両方からなる社工員一本化で結成されたい
きさつについて，工員主導との通説を否定し，工員の
みの組織化が進められている中で，それを察知した会
社側が社員に働きかけ，社員主導で穏健な従業員組合
が結成されたこと，会社を財政協同体と見なす考え方
から賃金のプール制が導入されたこと，その背景には
戦時中の日産単位産報の経験があったことを明らかに
している。第 2 章は，諮問機関としての位置づけでス
タートした経営協議会が，混乱した生産状況の中で，
会社再建のために経営協議会を通じた生産復興に乗り
出さざるを得なくなり，社員層が組合を通じて会社再
建を担う「合法的生産管理」（益田哲夫）が行われる
とともに，11 月闘争を経て労組が闘争的になり，社
長の経営責任を追及して経営陣の交代を実現するに至
る経緯を描いている。第 3 章では，日産労組がトヨタ
とともに全自という産別組織の結成に向かい，そこで
総同盟路線に従って自動車産業復興会議の活動に力を
注ぐが，片山内閣の 1800 円ベースという賃金抑制策
の前に方針転換を迫られる。とはいえ，この時期はま
だ会社と労組の関係は良好であった。少なくとも労組
側は進歩的経営者を信頼していた。それゆえに第 4 章
で描かれる賃金半額払いの提案も，益田組合長同意の
下で実施された。しかし，過分な経営者への期待は
徐々に崩れていく。第 5 章では，1948 年協約は会社

側の同意約款破棄提案を組合側が押し戻したとの通説
に対し，会社再建における組合側の協力を取り付けた
ことを強調する。1949 年の人員整理直前までを扱う
第 6 章でも，賃金 3 原則や経済 9 原則が打ち出され，
ドッジ・ラインによる不況が深刻化する中にあって
も，組合はなお会社との協調姿勢と対立姿勢の間を振
り子のように揺れ動きながら，決定的に敵対すること
を避け，「生産復興闘争」を掲げて，コスト削減のた
めの残業代削減に会社との協同作業に努めていたこと
が示されている。
　この組合の協調路線が挫折するのが 1949 年の人員
整理であるが，ここから本書は分析の視角を切り換
え，第Ⅱ部では男性正社員中心型の戦後日本型雇用
ポートフォリオが，この人員整理とその後の動きの中
からいかにして創出されていくかを微視的に描き出し
ていく。まず第 7 章では，終戦直後の日産の人員体制
では女性も採用の対象とされており，性別職務分離を
前提としながら女性労働力が活用されていたことが示
される。それが大きく転換するのは，1800 人超が解
雇された 1949 年の人員整理であり，第 8 章ではこの
時大量に解雇されたのは主として女性労働者であった
ことが明らかにされる。これまでの研究が共産党員な
どの解雇に注目していた視座を大きく転換する本書の
白眉であろう。なお続く補章では，ドッジ・ライン下
の解雇において，アメリカ型の先任権（「勤続年数浅
きもの」から解雇）が日本に移植されようとしていた
という，一件トリビア的だが，実に興味深い指摘がな
されている。日本型雇用システムの特徴たる勤続年数
の長い中高年からターゲットにされる慣行とは正反対
の基準が GHQ の奨励により一時的に導入され，それ
によって長期勤続の男性が解雇から免れ，その数年後
に「終身雇用」「年功」等の日本的経営の特質とされ
るものが「発見」されるという皮肉極まる経緯は，日
本型雇用システムの出生の秘密を問わず語りに語って
いるように見える。
　この後，朝鮮特需に対応するために臨時工の活用が
本格化していくのだが，第 9 章ではその前段として，
人員整理以前の日産の臨時工の位置づけを確認してい
る。1948 年協約で除外規定の対象とされたのは「季
節工，日雇，その他臨時に雇用された者」であった
が，この時の臨時工は米軍自動車の再生作業だけで
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あった。しかしこの小さな「穴」が朝鮮特需に対応す
るために大規模に活用されていくことになる。第 10
章は大量に導入された臨時工の本工との賃金格差の実
態を詳細に計算し，組合員から除外された臨時工の低
賃金を示している。これに対し全自日産分会が繰り広
げた臨時工の本工化闘争を描くのが第 11 章である。
当初臨時工を組合にとっての脅威と捉えていた全自日
産分会は，現場で臨時工と交流する組合員たちの声に
基づき，処遇改善と本工化の要求を掲げ，実際に本工
化を実現させていく。その背景として吉田は本工と臨
時工に入職プロセスで大きな差がなく，労働者の同質
性が高かったことを挙げる。後の非正規問題との違い
がここにある。これのコロラリーとして，1949 年人
員整理でいったん解雇され有期雇用の嘱託という身分
として再雇用された福利厚生担当の転換嘱託の身分復
元闘争が第 12 章で描かれる。

　労働者を会社という共同体のメンバーと考える思想
は誰が生み出したのか？　それは労働組合の側であっ
て，会社側ではなかった，というのが，本書第Ⅰ部の
メッセージである。工職混合の従業員組合として，工
員と職員の平等化，処遇制度の統合を進めながら，生
産復興を通じた会社再建を目指した組合は，会社共同
体の共同リーダーとして，経営陣が大量生産への早期
復帰を目指したことによる生産の混乱を収拾し，経営
に失敗した社長の交代を実現し，その下での労使協調
を目指した。にもかかわらず，会社側はドッジ・ライ
ン下における大量解雇という形でその期待を裏切っ
た。吉田はいう。「この蹉跌により，新たな組合の方
針はもはや生産復興による会社共同体の再建とするわ
けにはいかなくなる。これまで生産復興のスローガン
の下に抑制されてきた現場の不満や困難の解決に取り
組むことこそが新たな組合復興の鍵となる。そして，
その実現手段としてストライキを用いることも，今や
生産復興という旗を降ろしたことにより，躊躇するこ
とではなくなっていた。日産の労使関係に関する先行
研究が注目してきた職場闘争や組合規制に取り組む組
合像は，こうしたプロセスを経て形成されてきたので
ある。」これは日産というミクロの場のみで起こった
ことではない。経営協議会を通じた生産復興路線を進

めてきた総同盟の高野実が，職場闘争を唱道する総評
の高野実となっていくという形で，マクロ社会的に生
じていた転換でもあった。
　これを裏返していうと，1940 年代後半から 50 年代
前半期において，「組合が目指してきた従業員共同体
としての会社という観念を経営側がまだ保持していな
かった」ということになる。この時期の日経連は「経
営者よ，正しく強かれ」というスローガンの下，共同
体としての雇用保障や生活保障給に対しては極めて否
定的であった。ドッジ・ライン下の人員整理とは，経
営者には解雇権があるということをいやが上にも顕示
するものであったのだろう。春秋の筆法をもってすれ
ば，経済同友会の企業民主化構想という会社共同体路
線を否定する日経連の「闘う経営者」路線が経営側で
制覇したことが，共産党系の産別会議を駆逐して穏健
化したはずの組合側において会社共同体路線を断念し
た職場闘争路線を生み出したということになろうか。
　その後日談は本書ではなく，前著『査定規制と労使
関係の変容』の第 7 章「全自解散前後の日産における
労使関係」に描き出されている。1953 年争議におけ
る日産分会の敗北，1954 年の全自の解散，そして
1956 年の分会解散とともに，職場を制覇した新たな
日産労組は（再び！）「復興闘争」という名の活動を
開始する。それは，整理解雇の回避を至上命題とし，

「日産魂」を鼓舞しながら，組合活動の一環として時
間外の改善活動を推進するものであった。前著で否定
的に「会社の業務と組合の活動とが融合・癒着するよ
うになった」と描写されている姿が，本書第Ⅰ部で描
かれた「合法的生産管理」の輪廻転生に見えてくるの
は評者だけではあるまい。
　ただしその生まれ変わりは，女性労働者を排除し，
本工と差別的に扱われる臨時工の活用を積極的に推進
する労働組合であった。男性正社員たる組合員の雇用
を硬直的に守る一方で，組合員の残業と臨時工によっ
て企業の求める柔軟性を確保するという，日本型雇用
システムの二大基軸が紆余曲折の末確立したのである。
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